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1. はじめに
国連は 2009 年 12 月 18 日に開催された総会において, ｢2012 年を 『国際協同組合年』 とする
国連総会宣言｣ を採択した. これは, ①協同組合の認知度の向上, ②協同組合の成長, ③協同組
合政策等の確立, などを提言したものである1. これを受ける形で, わが国では, 2010 年 8 月 4
日に ｢2012 国際協同組合年全国実行委員会｣ が発足している. この委員会では ｢協同組合の価
値や, 協同組合が現代社会で果たしている役割等について, 広く国民に認知され, 協同組合をさ
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1 2012 国際協同組合年全国実行委員会 (2012), p. 001.
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働金庫など, 協同組織金融機関の業界の代表者も名を連ねている. これは, 例えば信金について
いえば, 信金の存在意義を広く国民にアピールしていこうとしていることの表れだといえるであ
ろう.
国際的にも, 国内的にも, 協同組合の役割が注目される中, 2011 年に信用金庫は 1951 年の信
用金庫法制定から数えて 60 周年を迎えた. 2011 年 9 月 29 日に開催された ｢信用金庫法制定 60
周年記念全国大会｣ で採択された ｢宣言｣ では次のように述べている.
｢これまで裾野金融に徹し, 自らが根ざす地域社会との共生を実践してきた信用金庫は,
今こそ, 中小企業及び地域住民と手を携え, 豊かで活力ある地域社会を構築すべく, その中
核となって, 相互扶助の精神と協同組織金融機関の特性を遺憾なく発揮すべきときである.
このため, われわれは, この記念すべき法制定 60 周年を契機に, 顧客や地域社会とのよ
り強固な絆, 確かな信頼関係を構築し, 中小企業の再生・創生と地域の持続的な発展をめざ
して, 業界の英知と総力を結集し, 全力を傾注していくことを, ここに宣言する.｣3
これは, 信金が協同組織金融機関としての特性を発揮して, 中小企業のための金融機関, 地域
のための金融機関として, 今後も活動を続けていくことを ｢宣言｣ したものである.
ところで, 筆者はこれまで協同組織金融機関の存在意義について研究を重ねてきた.
谷地 (2010) では, 金融制度調査会や金融審議会等によって公表されてきたいくつかの報告書
が, 協同組織金融機関, とりわけ信用金庫と信用組合とを中小企業金融の担い手, 地域金融の担
い手として位置付けてきたことを確認した.
谷地 (2011) では, 信用金庫業界が信用金庫の存在理由や使命をどのようにとらえてきたのか
を整理した. そこでは, 業界が, 中小企業専門金融機関, 地域金融機関, 会員制度 協同組織金
融機関の 3点が信用金庫の存在理由であり, 独自性であるとしてきたこと, そして近年では, 信
用金庫が会員制度 協同組織金融機関であることを前提とした上で, 地域金融機関としての性格
を前面に押し出していることなどを明らかにした. さらに, 業界は信用金庫の使命を中小企業の





ように捉えようとも, 実際に会員 (顧客, 取引先) や地域社会と接して行動するのは各々の信金
であることから, 個別の信金がどのように行動しているのかを確認しておくことが必要であると
考えるからである. ただし, 本稿で取りあげられるのは, 愛知県内に本店を置く信金のみである.
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3 『信用金庫』 第 65 巻第 10 号 (2011 年 10 月号), p. 14.
本稿の構成は以下のようである. 第 2節ではディスクロージャー誌の法的根拠をみる. 第 3節
ではディスクロージャー誌に掲げられた信金の経営理念を, 続く第 4節では信金の地域貢献活動
をみる. 第 5節では信金と (第二) 地方銀行の経営理念および地域貢献活動の比較と考察を行う.
最後は, 本稿の結論と残された課題について述べて, 本稿を結ぶ.
2. ディスクロージャー誌
銀行法第 21 条は, ｢銀行は, 事業年度ごとに, 業務及び財産の状況に関する事項として内閣府
令で定めるものを記載した当該事業年度の中間事業年度に係る説明書類及び当該事業年度に係る
説明書類を作成し, 当該銀行の営業所 (カッコ内省略 引用者) に備え置き, 公衆の縦覧に供
しなければならない.｣ と規定している. この規定に基づいて, 銀行は中間期版と期末版の 2種
類のディスクロージャー誌 (業務および財産の状況に関する説明資料) を作成・公表している.
単体ベースの開示項目は銀行法施行規則第 19 条の 2に, 連結ベースの開示項目は同規則第 19 条
の 3に定められている.
信用金庫は, 銀行法第 21条を準用するとした信用金庫法第 89条によって, ディスクロージャー
資料を作成・公表しなければならない. 単体ベースの開示項目は信用金庫法施行規則第 132 条に,
連結ベースの開示項目は同規則第 133 条に定められている. また, それら以外にも, 金融機能の
再生のための緊急措置に関する法律第 7条に基づく資産の査定, バーゼルⅡ (第 3の柱) に基づ
く開示項目, 任意の開示項目などがディスクロージャー誌には掲載されている.
信用金庫法施行規則第 134 条では, 信金は, ｢作成した書面 (カッコ内省略 引用者) の縦
覧を当該金庫の事業年度経過後 4月以内に開始し, 当該事業年度の翌事業年度に係るそれぞれの
縦覧書類の縦覧を開始するまでの間, 公衆の縦覧に供しなければならない.｣ としている. ディ
スクロージャー誌は信用金庫の店舗に備え置かれているほか, ウェブサイトにも掲載されている.




本節では, 愛知県内に本店を置く信用金庫の 2011 年 3 月版ディスクロージャー誌から各信金の
経営理念を取りあげて, 信用金庫の存在意義や目指すべき姿について考えていく. ただし, ここ
では, ディスクロージャー誌において ｢経営理念｣ とされているものだけでなく, ｢基本方針｣
｢経営方針｣ ｢行動理念｣ ｢基本目標｣ ｢ごあいさつ｣ などの中から経営理念に相当するものも取り
あげており, これらをまとめて ｢経営理念｣ と呼ぶことにする.






融機関として地域経済振興のため貢献する｣ (碧海) など, ｢地域経済・地域社会・地元産業の繁
栄・発展｣ に貢献することを経営理念として掲げたのは 13 信金であった.
｢タイムリーな情報や商品の提供等, お客さまのニーズに迅速かつ適切に対応していくことに
より, 取引していて良かったといわれる金庫として顧客満足度ナンバーワンをめざします｣ (い
ちい), ｢取引先の繁栄に奉仕する｣ (瀬戸), ｢中小企業のための専門金融機関として, 中小企業
の堅実な育成発展に努め, また広く国民大衆のための地域金融機関として, その生活の向上……
に貢献する｣ (西尾) など, ｢会員 (顧客, 取引先) 志向｣ を経営理念に掲げた信金は 12 あった.
｢従業員の生活向上と福祉の増進を図る｣ (愛知), ｢従業員の幸福な生活を保証する｣ (蒲郡),
｢職員の資質の向上をはかり人材を登用し, つねにその福利増進と生活向上に努力する｣ (中日)
など, 12 信金が ｢従業員尊重｣ を経営理念として掲げている.
｢健全経営の確立｣ (知多), ｢健全経営を堅持し, 自己資本の充実に努めます｣ (尾西), ｢健全
で効率的な経営に徹する｣ (瀬戸), など, 信金自らの ｢健全経営・効率的経営｣ を経営理念とし
て掲げたのは 8信金であった.
その他としては, ｢中小企業金融を通じて日本経済の発展に貢献する｣ (愛知), ｢地域社会と共
に繁栄｣ という表現で自らも繁栄する (愛知), ｢法令を遵守し社会的責任を遂行する｣ (瀬戸)
などを経営理念に掲げる信金も存在した.
経営理念から, 信用金庫は従業員を大切にしながら自らの健全経営に努め, 地域の中小企業や









愛知 岡崎 いちい 瀬戸 半田 知多 豊川 碧海
西尾 蒲郡 尾西 中日 東春
会員 (顧客, 取引先) 志向 12
豊橋 岡崎 いちい 瀬戸 半田 豊川 豊田 西尾
蒲郡 尾西 中日 東春
健全経営・効率的経営 8 いちい 瀬戸 半田 知多 豊田 尾西 中日 東春
従業員尊重 12
愛知 いちい 瀬戸 半田 知多 豊川 豊田 西尾
蒲郡 尾西 中日 東春
その他 6
日本経済の発展 1 愛知
自らの繁栄 3 愛知 半田 中日




(取引先, 顧客) の繁栄, ひいては地域の産業・経済・社会の繁栄・発展に貢献しようとしてい
る｣ 信用金庫の地域貢献活動の取組みについてみていく.









































・献血活動 ・奨学金 ・助成や表彰 ・寄付・義援金
環境への貢献
・清掃活動 ・環境に係わる寄付 ・植樹








た持続可能な地域経済への貢献, の 3点である. この①～③は, 表 2では ｢地域密着型金融の取
組み｣ の欄に示されている. ｢地域密着型金融の取組み｣ の欄の①にある ｢事業再生支援｣ ｢創業・
新事業支援｣ ｢経営改善支援｣ ｢事業承継支援｣ に係わる具体的な取組みは主として ｢産業振興／
創業支援｣ の欄に, ③に係わる具体的な取組みは主として ｢人材育成｣ ｢文化・社会的貢献｣ ｢環
境への貢献｣ の欄に記載されている.
信金の地域貢献活動の第 1は経済的な側面, 特に金融機関の本業である金融業務を通じた地域
貢献である. 預金者に対しては, 例えば, 環境貢献定期預金 ｢木曽三川｣ や環境貢献型定期積金
｢舞ほたる｣ (いちい), 地産地消をテーマにした定期積金 ｢知多半島からの贈り物｣ (知多), 子
育て支援定期積金 ｢夢・未来｣ (東春) など, 地域の環境, 産業, 家庭などに配慮した預金・積
金商品を提供している. 資金供給の側面では, 例えば, ｢知多地域創業支援｣ (半田), ｢経営改善
融資 『バックアップ』｣ (知多), ｢棚卸資産担保融資制度｣ (豊田), PFI 事業への融資, シンジケー
トローン, 私募債の受託などを通じて, 会員 (顧客, 取引先) の資金ニーズに対応している. 地
域の中小企業への資金の供給は, 地域の雇用を守っていくことにがるものである6.
信金の地域貢献活動の第 2も経済的な側面であるが, 金融業務ではなく, 例えば ｢相談｣ ｢指
導｣ などの言葉で表されるような取引先を支援する活動である (以下, ｢相談・支援業務｣ とい
う). 信金は, 経営相談・経営指導や企業診断, 情報提供などを通じて自らがコンサルタント機
能を発揮したり, 外部の専門家を派遣したり, ビジネスマッチングの場を提供したりしながら事
業再生や経営改善の支援をしている. また, 産学官連携や技術相談の取次, 各種助成金の紹介な
ども事業再生・経営改善支援にがるものである. 若手経営者・後継者の育成 (｢人材育成｣ の
｢取引先｣ 欄に記載) やM&Aの推進を通じて, 信金は取引先企業の事業承継を支援している.
起業家コンテストの開催や創業塾の開校 (いずれも ｢人材育成｣ の ｢地域個人｣ 欄に記載), 産
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5 地域金融機関は, 金融庁によるアクションプログラムの下, 2003 年 4 月から 2年間に亘りリレーショ
ンシップバンキング機能を強化するための取組みを, その後 2005 年 4 月からの 2 年間はリレーション
シップバンキングから地域密着型金融へと言葉を換えて, その機能を強化するための取組みを推進した.
2003 年 4 月に緊急時対応としてはじまったリレーションシップバンキング (＝地域密着型金融) の取組
みは, 2007 年 4 月以降は通常の監督行政のいわば恒久的な枠組みの中で推進されている. リレーション
シップバンキングおよび地域密着型金融については, 例えば, 谷地 (2007), 谷地 (2008) を参照.
6 家森 (2011) は, ｢協同組織金融機関に求められる役割と, 生き残りの課題とが同じ｣ であり, 協同
組織金融機関が ｢目指すべきは, 地域の中小企業に資金を提供し, 地域の雇用を守っていくことである｣
と指摘している (p. 11).
また, 斉藤・重頭 (2010) は, 欧州の ｢協同組合銀行は自らが安定的な雇用を提供する事業体であり,
特に雇用の少ない農村部で貴重な就業機会を提供していると考えられる｣ と指摘している (p. 207). 本
稿第 3 節でみたように, 健全経営を経営理念に掲げる信金は多い. 信金が健全経営を維持することは,
信金自らが地域に雇用機会を提供して地域の雇用を守るという形で地域への貢献にがるものである.
学官連携, 助成金の紹介などは, 創業・新事業を支援する活動である.
ところで, 例えば, ｢中小企業大学校の中小企業診断士養成講座への職員派遣｣ (豊橋), ｢大学
院修士課程への職員派遣｣ (同), 講座・研修会・自主研究会の開催など, ｢人材育成｣ の ｢信金
内｣ の欄に記載された取組みは, 信金職員の能力の向上を図るためのものである. これらは, 金
融業務 (＝第 1の地域貢献活動) および相談・支援業務 (＝第 2の地域貢献活動) を通じて地域
への貢献度を高めるよう作用するものである.
地域貢献活動の第 3は文化・社会的貢献である. これは, ①コンサートの開催・協賛, ロビー
展の開催, 旅行や観劇の会の開催, 講演会の開催など芸術・文化活動の支援, ②祭りなど地域の
行事への参加, ③スポーツ大会の開催・協賛などスポーツ振興の取組み, ④年金等の相談会の開
催, ｢まちなか活性化センターへの職員派遣｣ (豊橋), ｢多重債務者問題への対応｣ (尾西)7, 交通
安全・防災キャンペーン, レポート発行, さらには小中高生を対象とした金融教育の実施や大学
生を対象としたインターンシップの実施 (ともに ｢地域個人｣ の欄に記載) など, 地域との関わ
りを深める活動, ⑤ボランティア, 献血, 認知症サポーターやサービス介助士の店舗への配置など
福祉活動, ⑥奨学金, 寄付・義援金, 地域の活動に対する助成や表彰, などからなっている.
地域貢献活動の第 4は環境への貢献である. これは, 清掃活動への参加や地域の環境に係わる
寄付, 節電活動などの他に, ｢鳥インフルエンザ緊急相談窓口｣ の設置 (豊橋・豊川) や ｢ホタ
ルの庭｣ の造園・開放・鑑賞会 (いちい)8 など, 地域の必要・状況に応じた取組みなどである.
信用金庫は, 本業を通じた地域貢献活動と本業以外の部分での地域貢献活動に取組んでいるこ
とがわかった. 前者は, 預金や貸出といった金融業務を通じるものと相談や支援といったリレバ




を置く (第二) 地方銀行 3行の経営理念 (第 3 節で述べたような, 広い意味での ｢経営理念｣)





た金融機関｣ として, 金融担当大臣より表彰を受けた (2011 年 6 月).
8 いちい信用金庫の ｢ホタルの庭｣ の造園・開放・鑑賞会は, ｢第 14 回信用金庫社会貢献賞｣ の特別賞
を受賞した (2011 年 5 月).
9 滝川 (2004) は, 地方銀行のディスクロージャー誌から地方銀行の経営理念を, ①銀行の健全性と成
長性, ②顧客本位, ③地域共栄, ④職員尊重, ⑤株主の満足, の 5 点に整理して, 地銀は第 1に地域共
栄を目指していることがわかったとしている (p. 2).
経営理念をみると, 表現方法は様々であるが, 地域社会の繁栄に貢献すること, 健全経営に徹
すること, そして顧客本位に徹すること, を 3行共に掲げている.
本稿では, 愛知県内に本店を置く信金と地銀のみを取りあげているという意味で分析の対象は





なければならないだろう. 地銀で ｢顧客｣ という場合は広く地域全体の (あるいはときとして地








本稿末に掲載した資料で預貸率をみると, 信金の中では愛知信金が 31.77％で最も低く, 岡崎









一般的にいえば, 預貸率は低いよりは高い方が資金供給の側面で会員 (顧客, 取引先) や地域
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10 家森 (2011) は, ｢待っていては, 優良な借り手は現れない. 借り手がいないと嘆くのではなく, 金
融機関自らが, 優良な借り手を育てていくことを最大の経営課題にすべきである.｣, ｢貸し出しは, 企
業を育てる支援手段の一つにすぎず, より幅広い支援態勢を構築しなければならない.｣, ｢金融機関の
経営陣に, ……リレーションシップをベースにした 『育てる』 金融への脱皮を図るべき, と提言したい.
そのためには, それにふさわしい目利き力や金融手法を職員がマスターするなど職員の一層のレベルアッ
プと, それを支援する本部の態勢の再構築が不可欠だろう.｣ など, 協同組織金融機関は ｢『育てる』 金









｢事業再生支援｣ ｢創業・新事業支援｣ ｢経営改善支援｣ ｢事業承継支援｣, そしてその具体的な取















本稿では, 愛知県内に本店を置く信用金庫 15 庫と (第二) 地方銀行 3 行を対象として, それ
らのディスクロージャー誌から経営理念と地域貢献活動を取りあげて考察を行った. ディスクロー
ジャー誌を取りあげたのが 18 金融機関のみであるため, 結論は暫定的なものとならざるを得な


































本稿は, 愛知県内に本店のある 18金融機関だけしか取りあげていないという弱点の他に, ディ
スクロージャー誌以外の情報源を用いていないという弱点もある. 2 つの意味で分析の対象を広
げることについては今後の課題としたい.
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企業支援先 59 先, 事業改善計画策定先 48 先 (うちランクアップ先 2先)
・創業・新事業支援
保証協会の活用により, 6 先 (23 百万円)
・経営支援































































ABL 2 件 (120 百万円)
シンジケートローン 6件 (1,639 百万円)
③地域経済への貢献









































・｢豊橋市の緑化推進フェスティバル (『花交流フェア 2010』)｣ に花壇を出展

































































・見本市 ｢メッセナゴヤ 2010｣ に出展
・｢健康づくり講演会｣











































ファンド (22 件 2,045 百万円)
②中小企業に適した資金供給方法の徹底
創業支援ローン 5件 (15 百万円)
ふれあい事業者ローン 12 件 (61 百万円)









































































































































企業支援先 35 先選定 (うち 28 先で再生計画を策定, ランクアップ 2先)
・創業・新事業支援
知多地域創業支援 4先 (11,400 千円)







TKCローン 3件 (21,000 千円)
棚卸動産担保融資 2件 (26,000 千円)
③地域経済への貢献
はんしんサポートローン 18 件 (63,060 千円)
老人介護事業等への融資 1件 (90,000 千円)





































































・あいち中小企業応援センターの ｢専門家派遣事業｣ の利用促進, 費用の一部助成


































































































































































































動産・債権譲渡担保融資, ABL 1 件
③地域経済への貢献











創業計画の策定 新事業進出 (第二創業支援も含む) 業界動向調査







・新入職員研修 (年 20 回以上)








































































































































成長事業応援ファンド 58 件 (3,556 百万円)
創業支援ローンをはじめとする創業支援向け融資 55 件 (1,471 百万円)





















中小企業診断士育成 (14 人) 外国為替 (海外) (2 人) 外国為替 (国内) (26 人)
FP 養成 (141 人) 信託業務 (3 人) 信金経営研究 (1 人)



















































創業・新事業支援融資 3件 (44 百万円)
経営改善支援取組 40 先 (うちランクアップ 4先)
②中小企業に適した資金供給方法の徹底

























































創業・新事業に関する金融支援 33 件 (328,900 千円)
経営相談・支援機能の強化
外部機関との業務連携による融資 90 件 (638,200 千円)
経営支援 51 先 (経営改善計画策定率 100％, ランクアップ率 18.55％)
②中小企業に適した資金供給方法の徹底
不動産担保を徴求しない融資比率 54.83％































・｢環境金融推進研究会｣ を組織し, ｢環境金融｣ のあり方を研究
・｢環境レポート｣ 発行
・環境関連への寄付







































創業ローン 43 件 (115 百万円)
経営革新ローン 31 件 (97 百万円)















































































































































































































｢中京銀行は, 法令の遵守, 環境への配慮, 適切なリスク管理, 企業情報の開
示など透明性の高い経営を行い, 信頼と信用に応えてゆきます.｣
③創意と誠意でベストをつくす











創業支援パッケージの提案 117 先 (うち申し込み 50 先)
ビジネスマッチング紹介 204 件 (うちビジネスマッチング成約 57 件)





















銀行内 ・融資対応力強化研修 (290 名)





・｢チャレンジ 25 キャンペン｣ 参加
・環境配慮型店舗 (太陽光パネル, LED照明の使用など)
(注) 本資料の枠組みは, 鈴木 (2008) の ｢表終－1｣ (p. 188) を参考にして筆者が作成した.
(資料) 各信用金庫および各地方銀行の 2011 年 3 月期のディスクロージャー誌.
